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 月例経済報告 
 毎月1回、日本経済や海外経済の動向を分析し、政府の
景気判断を示す報告を作成し、内閣総理大臣をはじめと
する関係閣僚が出席する「月例経済報告等に関する関係
閣僚会議」に報告後、公表しています。 
家計（消費、雇用等）、企業（生産、投資等）、金融、物

価、外需、海外経済など、内外の経済動向を踏まえ、景
気判断を行っています。 

 
月例経済報告等に関する関係閣僚会議 
（出典：首相官邸ホームページ） 

  
 
 
  
 「年次経済財政報告」（通称：経済財政白書） 
 我が国の経済財政の動向を総合的に分析する「年次経
済財政報告」（経済財政白書）を年１回閣議において配布
の上、公表しています。 
 
 令和４年度年次経済財政報告－人への投資を原動力

とする成長と分配の好循環実現へ－ 
 
（１）消費者物価と名目賃金の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・デフレ脱却には、名目賃金が物価上昇率と労働生産性
の伸びに見合って上昇していくことが重要となるが、
名目賃金の伸びは物価に対し十分ではない。長期間に
わたるデフレの経験もあり、これまで企業は賃金決定
に当たって労働生産性や物価動向を重視してこなかっ
た。データやエビデンスを踏まえ、適正な賃上げの在
り方を官民で共有していく必要がある。 

 
（２）男女間賃金格差の要因分解 
・男女間の賃金格差の背景には、女性の方が正規雇用、
高い職位のシェアが少ないことや勤続年数が短いこと
等が挙げられる。働き方改革を推進し、希望に応じた
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 景気の総括的判断、経済財政政策に係

る調査及び分析、内外の経済動向の分

析などを行っています。その成果は経

済財政政策の企画・立案に活用されて

います。 

我が国の経済財政の動向に関する調査分析 

景気の総括的判断 
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（前年同月比、％） 
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（前年比、％）

先進国

新興国

(月)

(年)

（備考）各国統計より作成。

中国 アメリカ

ASEAN
＋32.5％
0.4兆ドル

＋102.2％
0.3兆ドル

＋25.3％
0.1兆ドル

＋73.4％
0.5兆ドル

＋99.5％
0.3兆ドル

＋30.0％
0.2兆ドル

＋40.6％
0.6兆ドル

柔軟な働き方改革の普及や、同一労働同一賃金の徹底
が重要である。 

 
 
 
 
 
 
 政策課題分析シリーズ 
 日本経済が直面する重要課題や政府の経済財政政策の
効果について分析し、政策議論の素材を提供しています。 
 
 地域の新たな担い手としての移住起業者に関する分

析―実態と課題、地域活性化への影響について―（令
和４年５月公表） 

・アンケート調査やヒアリングを基に移住起業者の特徴
や支援ニーズ、地域経済への波及効果について分析。
副業の後押しなど新しい働き方の推進やデジタル環境
の整備、自治体による地域課題の明確化と地域の魅力
発信、自治体と民間団体との連携による移住起業者へ
の伴走支援などの重要性を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 景気ウォッチャー調査 
 百貨店のマネージャーやタクシー運転手、中小企業の
経営者など景気に敏感な職場で働く人々が肌で感じた景
気動向を毎月１回調査し、DI（ディフュージョン・イン
デックス（回答者の景気判断を指数化したもの））として
公表しています。 

景気ウォッチャー調査結果 
現状判断DIの推移 

 
 地域経済動向 
 全国12地域ブロックの経済動向を分析する「地域経済
動向」を、四半期に１回公表しています。 

令和５年３月の景況判断 

 
 「地域の経済」 
 地域経済を総合的に分析する報告書「地域の経済」を
年１回公表しています。 
 
 
 
 
 
 「世界経済の潮流」 
 世界経済の動向や各国の経済財政政策を分析する「世
界経済の潮流」を公表しています。 
 
 世界経済の潮流2022年Ⅱ（令和５年２月） 
 (1) G20諸国の消費者物価上昇率（中央値） 

 

 

 

 
 
・世界経済は、2022年２月のウクライナ侵攻を背景に物
価上昇率が加速。インフレへの対応として金融引締め
が進展し、10月以降は物価上昇に一服感が見られた。 

 
(2) 2021年のASEAN等の輸出入額及び2015年比 
 

 

 

 

 

 
 
・世界的にサプライチェーンの再編が進む中で、ASEAN
の存在感が上昇。ASEANでは貿易が量的に拡大するの
みならず、貿易品目が高度化する質的変化が進行。た
だし、貿易面での対中依存度の上昇や、ASEANを介し
た中国の対米輸出が示唆される動きには留意が必要。 
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地域経済の動向に関する調査分析 

政策課題の分析 

海外経済の動向に関する調査分析 
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景気の現状の見方
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